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【 関 係 資 料 】 監督指導実施状況監督指導実施状況
1

平成24年 平成25年 平成26年 ※平成27年
東日本大震災
以降の累計

監 督 実 施 事 業 者 数 83 137 236 217 724

違 反 事 業 者 数 33 76 141 121 409

違 反 件 数 47 112 213 225 656

う ち 労 働 条 件 関 係 18 71 138 179 406

う ち 電 離 則 関 係 14 26 21 5 113

う ち 電 離 則 以 外 の 労 働 安 全 衛 生 関 係 15 15 54 41 137

平成24年 平成25年 平成26年 ※平成27年
東日本大震災
以降の累計

監 督 実 施 事 業 者 数 242 1,047 1,152 578 3,019

違 反 事 業 者 数 112 709 774 364 1,959

違 反 件 数 244 1,784 1,697 597 4,322

う ち 労 働 条 件 関 係 35 1,210 898 261 2,404

う ち 安 全 衛 生 関 係 209 574 799 336 1,918

平成24年 平成25年 平成26年 ※平成27年 東日本大震災
以降の累計

監 督 実 施 事 業 者 数 1,105 818 1206 585 4,501

違 反 事 業 者 数 647 508 804 389 2,847

違 反 件 数 1,018 789 1,230 606 4,523

◆東電福島第一原発に対する監督指導実施状況

◆除染事業者に対する監督指導実施状況

◆建設現場に対する監督指導実施状況

※除染事業者に対する監督指導結果は平成27年8月末まで、それ以外は平成27年9月末までの状況



【 関 係 資 料 】 労働災害発生状況労働災害発生状況
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月別死亡者数

死亡者合計

平成27年 労働災害発生状況

平成２７年１月１日から９月３０日の間の報告件数

年 別

業 種 別

平成27年 平成26年 対前年比

死亡 死 傷 者 死亡 死 傷 者
増減数
（人）

増減率
（％）

全 業 種 合 計 13 1,249 30 1,344 -95 -7.1 

製 造 業 1 281 6 298 -17 -5.7 

鉱 業 4 4 0 0.0 

建 設 業 7 313 11 322 -9 -2.8 

運 輸 交 通 業 1 135 6 172 -37 -21.5 

貨 物 取 扱 業 13 1 7 6 85.7 

農 林 業 1 33 1 35 -2 -5.7 

畜 産 ・ 水 産 業 12 13 -1 -7.7 

上 記 以 外 の 事 業 3 458 5 493 -35 -7.1 

注１） 労働者死傷病報告（休業４日以上）による。



【 関 係 資 料 】東日本大震災復旧・復興工事における労働災害発生状況東日本大震災復旧・復興工事における労働災害発生状況東日本大震災復旧・復興工事における労働災害発生状況
3

総 数 うち除染等業務分 うち原発廃炉作業分

年 H23
（3.11～）

H24 H25 H26 ※H27 計 H23
（3.11～）

H24 H25 H26 ※H27 計 H23
（3.11～）

H24 H25 H26 ※H27 計

113 92 116 110 81 512 0 9 70 80 61 220 8 7 4 8 6 33

うち
死
亡
者
数

6 0 6 4 3 19 0 0 4 2 1 7 0 0 0 1 2 3

死
傷
者
数

（
休
業
4
日
以
上
）

※平成27年は9月末までの件数



【 関 係 資 料 】 当 局 作 成 除 染 労 働 条 件 確 保 リ ー フ レ ッ ト当局作成除染労働条件確保リーフレット当局作成除染労働条件確保リーフレット
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【 関 係 資 料 】 福 島 県 最 低 賃 金 リ ー フ レ ッ ト （ 平 成 2 7 年 ）福島県最低賃金リーフレット （平成27年）福島県最低賃金リーフレット （平成27年）
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2６～２７年度 月別の「有効求人倍率」の推移（「受理地別」「就業地別」比較）

・「就業地別」有効求人倍率が、「受理地別」倍率を上回り、毎月、全国１位の水準で推移。 （※グラフ中は季節調整値）

（倍）

○ 毎月公表されている有効求人倍率について、2６～２７年度は全国３～１０位で推移。
（通常公表しているのは、「受理地別の有効求人倍率」）

○ これを「就業地別」の有効求人倍率でみると、２４年11月以降連続で全国１位。
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専門・技
術 販売 保安 製造 建設 （うち介護）
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○ 専門・技術（建築・土木技術者、看護師・医療技術者など）、販売、サービス（介護サービス、接客・給仕
など）、保安（道路交通誘導員など）、輸送等運転や建設等の職業では求人数が求職者数を上回っている
一方で、事務、配送・清掃等の職業では求職者数が求人数を上回っているなど、職業間でのミスマッチが
生じている。
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福島 平 会津若松 郡山 白河 須賀川 相双 二本松 局計

９月実績 462 612 488 499 176 182 195 120 2,734

累　　　　計 3,275 3,500 3,053 3,268 1,300 1,415 1,215 827 17,853

年度目標値 6,814 7,242 5,983 7,158 2,628 2,852 2,569 1,775 37,021

進捗率 48.1 48.3 51.0 45.7 49.5 49.6 47.3 46.6 48.2

９月実績 462 576 437 531 168 156 213 122 2,665

累　　　　計 3,326 3,301 2,805 3,469 1,200 1,175 1,356 805 17,437

年度目標値 6,877 6,873 5,589 7,290 2,582 2,338 2,901 1,756 36,206

進捗率 48.4 48.0 50.2 47.6 46.5 50.3 46.7 45.8 48.2

８月実績 126 155 81 126 51 59 55 26 680

累　　　　計 685 840 509 843 252 309 285 260 3,985

年度目標値 1,563 1,693 1,074 1,857 605 592 496 530 8,410

進捗率 43.8 49.6 47.4 45.4 41.7 52.2 57.5 49.1 47.4

９月実績 27.7 37.9 35.4 22.2 31.6 30.6 47.4 30.7 30.8

通算 29.0 33.4 34.4 22.4 35.4 34.6 48.8 33.1 30.8

年度目標値 26.7 31.3 30.2 23.4 30.1 29.9 47.0 32.3 28.9

通算目標比 108.6 106.7 113.9 95.7 117.6 115.7 103.8 102.5 106.6

※局計には運輸支局分を含む。

紹介成功率

就職件数
（常用）

充足件数
（常用）

雇用保険受給
者の早期再就
職件数

（数値は1ヶ月
遅れ）

ハローワーク別主要指標の状況 （平成２７年９月）

10



平 成 ２ ７ 年 ９ 月 ２ ５ 日
福島労働局地方訓練受講者支援室福島県内の職業訓練 （平成２７年度定員）
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420
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震災コース
「公的職業訓練の離職者訓練」で実施

○ 求職者支援訓練 120
（大特＋車両系）

○ 機構施設内訓練 196
（住宅復興関連）
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郡山 186 40 70 606 20 23 945
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会津 42 0 0 266 20 2 330

計 270 50 105 1,172 75 38 1,710
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基礎 介護 医療事務 震災復興 その他 共有枠 計

県内一円 420 200 60 120 490 120 1,410

ｱﾋﾞﾘﾃｨ
短期

ﾃﾞｭｱﾙ
震災 ｱﾋﾞﾘﾃｨ

短期

ﾃﾞｭｱﾙ
震災 ｱﾋﾞﾘﾃｨ

短期

ﾃﾞｭｱﾙ
震災 ｱﾋﾞﾘﾃｨ

短期

ﾃﾞｭｱﾙ
震災 計

福島 105 54 0 60 0 96 160 0 0 325 54 96 475

いわき 60 0 0 0 0 60 30 42 0 90 42 60 192

会津 40 32 0 72 0 0 30 0 40 142 32 40 214

計 205 86 0 132 0 156 220 42 40 557 128 196 881

機械 居住 電気・電子 計



福 島 労 働 局 需 給 調 整 事 業 室
改正労働者派遣法
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福島県の人口の増減

福島県「福島県現住人口調査」によると、福島県の人口は平成23年3月1日現在で2,024,401人であったが、平
成27年9月1日現在では1,926,425人となり、97,976人減少している。そのうち20歳から39歳の人口は58,216人
減少しており、特に女性は33,266人と大幅に減少している。いわゆる子育て期の人口の減少割合が高くなってお
り、震災の影響により県外に避難をした、また県外から県内の職場に通勤する者もいる等、厳しい子育て環境にあ
る。

（平成２３年３月１日から平成２７年９月１日までの人口動態）

<注1>転入、転出等については、住民基本台帳法に基づき各市町村に届出があった情報を集計したものであるため、東日本大震災や原発事故の影響を受けて被災

地等から避難した方に係る移動については、各市町村に届出があった場合のみの集計となっている。

<注2>福島県の人口には「年齢不明」を含む（平成23年3月1日、平成27年9月1日ともに 男性7,506人、女性4,580人 総数12,086人）。

資料出所：福島県「福島県現住人口調査」 （平成23年3月1日、平成27年9月1日）

0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳～

男性（増減数） -12,298 -9,938 -9,822 -15,128 1,589 -14,786 12,220 43 6,930

女性（増減数） -12,076 -8,800 -15,241 -18,025 -2,613 -14,922 9,573 -7,779 13,097

男性（増減の割合） -13.9% -9.5% -10.1% -11.9% 1.3% -10.2% 8.8% 0.0% 12.4%

女性（増減の割合） -14.3% -8.9% -16.4% -14.8% -2.2% -10.4% 6.9% -6.3% 11.8%
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福島県の人口の増減
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○一般事業主行動計画策定届出企業数及び届出率

企業規模 管内企業
数

行動計画
策定届出
企業数

届出率

常時雇用労働者

301人以上 149社 149社 100％

常時雇用労働者

101人～300人 441社 440社 99.8％

常時雇用労働者

100人以下 183社

合 計 772社

企業規模 認定企業数

常時雇用労働者301人以上 8社

常時雇用労働者101人以上300人以下 6社

常時雇用労働者100人以下 5社

合 計 19社

1.株式会社郡山測量設計社（測量・建設コンサルタント業、76人）（認定２回）

2.株式会社沖データシステムズ（情報機器の設計・研究、181人）

3.株式会社東邦銀行（金融業、2,361人）（認定２回）

4.藤田建設工業株式会社（建設業、173人）

5.株式会社ニラク（娯楽業、1,185人）（認定２回）

6.福島キヤノン株式会社（製造業、1,680人）（認定３回）

7.田中建設株式会社（建設業、85人）

8.医療法人社団三成会（医療、福祉業、197人）

9.社会福祉法人太田福祉記念会（医療、福祉業、226人）

10.小野建設株式会社（建設業、57人）

11.公益財団法人磐城済世会（医療、福祉業、599人）

12.日本テキサス･インスツルメンツセミコンダクター株式会社（製造業、446人）

13.社会福祉法人いわき福音協会（医療、福祉業、529人）

14.医療法人辰星会（医療、福祉業、513人）

15.株式会社ヨシハラ（製造業、31人）

16.若松ガス株式会社（ガス業、172人）

17.北関東空調工業株式会社（建設業、65人）

18.株式会社ニノテック（卸売業、180人）

19.株式会社ハニーズ(小売業、4,499人）

次世代育成支援対策取組状況（平成27年9月末現在）

○ 子育てサポート企業（くるみん認定企業）

○ 子育てサポート企業一覧

次世代育成支援対策取組状況（平成27年9月末現在）
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女性の活躍促進のための取組推進

○平成27年度「均等・両立推進企業表彰」

「均等推進企業部門」福島労働局長優良賞

株式会社 福島銀行
（所在地 福島市、労働者数777名（うち女性405名））
表彰理由

研修体系の見直しや、産休・育休者向けの支援サービスなど就業継続
を図る取組により、渉外担当や役職者の女性割合が増加し着実な成果を
あげた。

均等・両立推進企業表彰とは
公募による表彰制度で、女性の活躍推進に積極

的に取り組む企業表彰の「均等推進企業部門」表
彰の「ファミリー・フレンドリー企業部門」あり。

平成27年10月9日「均等・両立推進企業表彰」表彰式「均等推進企業部門」福島労働局長奨励賞

株式会社 帝北ロジスティックス
（所在地 福島市､労働者数119名（うち女性16名））

表彰理由
業務の見直しや職場環境改善による女性運転手の採用拡大や研修参

加等による女性役職者登用に取り組んだ。

○ポジティブ・アクション取組状況

資料出所：福島県「平成26年労働条件実態調査」
≪参考≫厚生労働省「平成25年度雇用均等基本調査」

では規模計（30人以上）で20.8%

6.0 

10.2 

2.2 

規模計 100人以上の事業所 30～99人の事業所

ポジティブ・アクション普及促進の

ためのシンボルマーク「きらら」

女性の活躍促進のための取組推進 15



１ 労働者からの相談状況

相談・指導の状況（平成27年度9月末現在）

③ パートタイム労働法② 育児・介護休業法

２ 指導状況

①男女雇用機会均等法

相談・指導の状況（平成27年度9月末現在）
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10.9%

4.5%
0.8%

25.7%

3.0%20.4%

1.9%

19.2%

13.6%

妊娠等不利益取扱い

母性健康管理

性差別

職場のｾｸｼｭｱﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ

労基法（母性保護）

育児関係

介護関係

パート関係

その他

61.2%

38.8%
職場のｾｸｼｭｱﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ

母性健康管理

11.7%

24.8%

9.8%
14.5%

8.4%

6.1%

2.3%

5.6%

16.8%

育児休業

育児短時間勤務等

子の看護休暇

育児関係その他

介護休業

介護短時間勤務等

介護休暇

介護関係その他

職業家庭両立推進者

22.7%

10.0%

17.7%
12.7%

18.7%

8.3%

10.0%

労働条件の文書交付等

就業規則の作成手続き

通常の労働者への転換

措置内容や待遇に関する

説明
相談体制の整備

短時間雇用管理者

その他



《 平成２６年度個別労働紛争解決制度運用状況 》 総務部企画室

労働相談は微増、「いじめ・嫌がらせ」は過去最多、相談内容の最多は「自己都合退職」に関するもの

《 平成２６年度個別労働紛争解決制度運用状況 》 17


